
市
税
　
60
億
５
２
９
万
２
千
円

　

法
人
市
民
税
、
市
た
ば
こ
税
は

減
を
見
込
む
も
の
の
、
個
人
市
民
税
、

固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税
な
ど

の
増
に
よ
り
、
全
体
で
は
前
年
度

比
１
、１
０
２
万
８
千
円
0
・
2
％

増
の
60
億
５
２
９
万
２
千
円
で
す
。

地
方
譲
与
税

　
１
億
３
、６
５
０
万
１
千
円

　

地
方
揮
発
油
譲
与
税
70
万
円
、

自
動
車
重
量
譲
与
税
１
４
０
万
円

の
減
に
よ
り
、
全
体
で
は
前
年

度
比
２
１
０
万
円
１
・
５
％
減
の

１
億
３
、６
５
０
万
１
千
円
で
す
。

各
交
付
金

　
９
億
２
、５
９
０
万
円

　

自
動
車
取
得
税
交
付
金
、
株

式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金
な
ど

は
増
を
見
込
む
も
の
の
、
地
方

消
費
税
交
付
金
の
減
な
ど
に
よ

り
、
各
交
付
金
の
合
計
で
は
前

年
度
比
４
７
０
万
円
０
・
５
％

減
の
９
億
２
、５
９
０
万
円
で
す
。

　

な
お
、
地
方
消
費
税
交
付
金
交

付
額
の
17
分
の
７
を
、
社
会
保
障

財
源
化
分
と
し
て
充
当
し
ま
す
。

地
方
交
付
税

　
13
億
７
、２
２
７
万
７
千
円

　

交
付
実
績
や
国
・
県
な
ど
の

財
政
情
報
か
ら
推
計
し
、
普
通

交
付
税
12
億
８
、
８
７
７
万
７
千

円
、
特
別
交
付
税
８
、３
５
０
万
円

を
見
込
み
、
全
体
で
は
前
年
度
比

１
億
２
１
２
万
３
千
円
６
・
９
％
減

の
13
億
７
、２
２
７
万
７
千
円
で
す
。

国
庫
支
出
金

　
23
億
４
、４
７
５
万
２
千
円

障
害
者
総
合
支
援
給
付
費
等
負

担
金
な
ど
の
増
を
見
込
む
も
の
の
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
な
ど

の
減
に
よ
り
、
全
体
で
は
前
年

度
比
２
億
７
、６
８
０
万
８
千
円

10
・
６
％
減
の
23
億
４
、４
７
５
万

２
千
円
で
す
。

県
支
出
金

　
９
億
７
、７
４
５
万
４
千
円

　

千
葉
県
保
育
士
処
遇
改
事
業
補

助
金
な
ど
の
増
に
よ
り
、
全
体
で
は

前
年
度
比
３
、
５
３
８
万
９
千
円

３
・
８
％
増
の
９
億
７
、７
４
５
万

４
千
円
で
す
。

市
債

　
９
億
１
５
０
万
円

　

都
市
計
画
道
路
等
整
備
事
業
債

３
、
８
１
０
万
円
、
道
路
維
持
整

備
事
業
債
３
、９
６
０
万
円
な
ど

を
計
上
し
、
全
体
で
は
前
年
度
比

４
億
６
、
３
３
０
万
円
33
・
９
％

減
の
９
億
１
５
０
万
円
で
す
。

　
議
会
費

　
１
億
８
、４
０
８
万
４
千
円

　

議
会
総
務
事
業
に
お
け
る
議
員

共
済
費
負
担
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、

前
年
度
比
97
万
１
千
円
０
・
５
％

減
の
１
億
８
、４
０
８
万
４
千
円

で
す
。

総
務
費

　
14
億
７
３
７
万
７
千
円

　

情
報
シ
ス
テ
ム
管
理
事
業

１
、０
２
８
万
４
千
円
、
旅
券
発
給

申
請
交
付
事
業
８
３
５
万
１
千
円

な
ど
の
増
が
あ
る
も
の
の
、
基
金

事
業
２
億
７
、３
４
６
万
３
千
円
、

財
産
管
理
事
業
２
億
４
、５
６
６
万

５
千
円
の
減
な
ど
に
よ
り
、
全
体

で
は
、
前
年
度
比
５
億
１
、８
７
２
万

８
千
円
26
・
９
％
減
の
14
億

７
３
７
万
７
千
円
で
す
。

民
生
費

　
59
億
３
、２
８
３
万
４
千
円

　

障
害
者
総
合
支
援
事
業
８
、

２
５
９
万
４
千
円
、
子
ど
も
の
た

め
の
教
育
・
保
育
給
付
事
業
４
、

０
０
９
万
７
千
円
な
ど
の
増
が
あ

る
も
の
の
、
国
民
健
康
保
険
繰
出

事
業
１
億
９
５
６
万
６
千
円
の
減

な
ど
に
よ
り
、
全
体
で
は
、
前
年
度
比

３
、０
５
７
万
８
千
円
０
・
５
％
減

の
59
億
３
、２
８
３
万
４
千
円
で

す
。

衛
生
費
　
12
億
３
４
７
万
円

　

成
田
赤
十
字
病
院
医
療
機
器

整
備
補
助
事
業
７
２
５
万
９
千

円
、
八
富
成
田
斎
場
維
持
管
理
事

業
７
４
４
万
円
な
ど
の
増
が
あ
る

も
の
の
、
廃
棄
物
処
理
事
業
５
、

７
４
６
万
３
千
円
、
し
尿
処
理
施

設
建
設
費
償
還
事
業
１
、２
９
０
万

５
千
円
の
減
な
ど
に
よ
り
、
全
体
で

は
、
前
年
度
比
８
、
１
８
５
万
２

千
円
６
・
４
％
減
の
12
億
３
４
７

万
円
で
す
。

農
林
水
産
業
費

　
２
億
５
、６
９
９
万
４
千
円

　

県
営
畑
地
帯
総
合
整
備
事
業

８
、１
５
７
万
４
千
円
の
減
な
ど

に
よ
り
、
全
体
で
は
、
前
年
度
比

９
、
１
３
９
万
５
千
円
26
・
２
％

減
の
２
億
５
、６
９
９
万
４
千
円

で
す
。

商
工
費

　
１
億
９
、９
２
７
万
６
千
円

　

岩
崎
家
ゆ
か
り
の
地
広
域
連
携
事

業
１
、１
２
６
万
１
千
円
の
増
な
ど

に
よ
り
、
全
体
で
は
、
前
年
度
比

３
３
５
万
２
千
円
１
・
７
％
増
の

１
億
９
、９
２
７
万
６
千
円
で
す
。 

土
木
費

　
12
億
９
、５
４
７
万
円

　

道

路

維

持

補

修

事

業

２
億
１
、０
３
０
万
１
千
円
、
道
路

改
良
事
業
１
億
１
、
６
９
７
万

９
千
円
、
七
栄
新
木
戸
地
区
土
地

区
画
整
理
事
業
７
、２
３
８
万
６
千

円
の
減
な
ど
に
よ
り
、
全
体
で
は
、

前
年
度
比
６
億
８
、４
０
２
万
４
千
円

34
・
６
％
減
の
12
億
９
、５
４
７
万

円
で
す
。

消
防
費

　
７
億
２
、３
０
４
万
９
千
円

　

常
備
消
防
車
両
整
備
事
業
４
、

１
５
６
万
３
千
円
の
減
な
ど
に

よ
り
、
全
体
で
は
、
前
年
度
比

５
、
８
１
４
万
円
７
・
４
％
減
の

７
億
２
、３
０
４
万
９
千
円
で
す
。

教
育
費

　
14
億
３
、０
８
０
万
５
千
円

　

旧
岩
崎
家
末
廣
別
邸
保
存
活

用
事
業
１
、９
１
８
万
４
千
円
の

減
な
ど
が
あ
る
も
の
の
、
中
学
校

施
設
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
推
進
事
業

７
、
８
７
０
万
９
千
円
、
中
学
校

施
設
維
持
管
理
事
業
１
、５
８
１
万

１
千
円
の
増
な
ど
に
よ
り
、
全
体

で
は
、
前
年
度
比
５
、
９
２
１
万

７
千
円
４
・
３
％
増
の
14
億

３
、０
８
０
万
５
千
円
で
す
。

公
債
費

　
16
億
７
、６
６
３
万
９
千
円

 

前
年
度
比
２
億
３
、
９
１
１
万

９
千
円
16
・
６
％
増
の
16
億

７
、６
６
３
万
９
千
円
で
す
。

各会計の予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　（単位：千円、％）

会　計

平成 30 年度 平成 29 年度 対前年度比

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

一般会計 14,340,000   58.3 15,504,000 57.0 ▲ 1,164,000 ▲ 7.5

特別会計 10,253,074 41.7 11,702,595 43.0 ▲1,449,521 ▲ 12.4

国民健康保険
特別会計

6,285,229 25.6 7,451,806 27.4 ▲1,166,577 ▲ 15.7

下水道事業
特別会計

800,691 3.3 955,936 3.5 ▲ 155,245 ▲ 16.2

介護保険
特別会計

2,732,693 11.1 2,800,924 10.3 ▲ 68,231 ▲ 2.4

後期高齢者医療
特別会計

434,461 1.8 355,891 1.3 78,570 22.1

公共用地取得事業
特別会計

― ― 138,038 0.5 ▲ 138,038 皆 減

合　計 24,593,074 100.0 27,206,595 100.0 ▲2,613,521 ▲ 9.6

※表示単位未満を四捨五入しているため、構成比の積み上げと合計は一致しません。

一
般
会
計

歳　

入

●
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

県
広
域
化
に
伴
う
予
算
構
成
の

変
更
に
よ
り
、
前
年
度
比
15
・
７
％

減
の
62
億
８
、５
２
２
万
９
千
円

で
す
。

●
下
水
道
事
業
特
別
会
計

　

下
水
道
整
備
事
業
費
な
ど
の
減

額
を
見
込
み
、
前
年
度
比
16
・
２
％

減
の
８
億
69
万
１
千
円
で
す
。

●
介
護
保
険
特
別
会
計

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
保

険
給
付
費
な
ど
の
減
額
を
見
込

み
、
前
年
度
比
２
・
４
％
減
の

27
億
３
、２
６
９
万
３
千
円
で
す
。

●
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

納
付
金
な
ど
の
増
額
を
見
込

み
、
前
年
度
比
22
・
１
％
増
の

４
億
３
、４
４
６
万
１
千
円
で
す
。

※
各
会
計
の
予
算
額
は
、
歳
入
と

歳
出
そ
れ
ぞ
れ
同
額
で
す
。

　

主
に
給
水
し
た
水
の
料
金
収
入

に
よ
っ
て
経
営
し
て
い
ま
す
。
会

計
処
理
に
は
企
業
会
計
の
原
則
が

適
用
さ
れ
、
独
立
採
算
制
が
と
ら

れ
て
い
ま
す
。

歳　

出

特
別
会
計

企
業
会
計

（
水
道
事
業
会
計
）

１
４
３
億
４
、０
０
０
万
円

（
前
年
度
比
　
７
・
５
％
減
）

１
０
２
億
５
、３
０
７
万
４
千
円

（
前
年
度
比
　
12
・
４
％
減
）

13
億
１
、８
４
６
万
円

（
前
年
度
比
　
４
・
１
％
減
）

2


